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不十分なものとなりました。一方、経営基盤の強化などの定性
目標については、働きがいのある企業風土の醸成や労働安全、
コーポレート・ガバナンスの強化、環境保全といった取り組みは
着実に成果を上げており、今後も継続していく計画です。
　前中計最終年度である2023年度は、欧米を中心にARPRO®

（アープロ）をはじめとする高機能材製品の販売が堅調に推移
したことにより、売上高は目標を上回り、営業利益も目標に近い
水準に達しました。その背景には、新型コロナの沈静化による
欧米市場の回復、原燃料価格の落ち着きなどの追い風がありま
した。加えて、製品価格改定やコスト削減努力も好業績に寄与
したと言えます。

代表取締役社長

大久保 知彦

グループ全体の収益力強化に取り組み、

環境変化に左右されにくい企業体質を構築。

持続的な企業価値向上を目指します。

　JSPグループは、2023年度を最終年度とする中期経営計画
「Change for Growth」において多角的な変革戦略を推進し、
資本収益性や成長性の向上、環境対応型製品やプラスチック
資源循環によるサステナビリティ経営など企業価値の向上に取り
組んできました。
　前中計期間の前半は、新型コロナウイルス感染症の世界的な
拡大や、ウクライナ情勢の長期化による原燃料価格の高騰、中国
経済の成長鈍化など厳しい事業環境となりました。当社はその
対応に追われる中、必要な取り組みが遅れ、定量目標の達成は

前中期経営計画の振り返りと、見えてきた当社の課題
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「真のグローバルサプライヤーとして社会から必要とされる企業」
というありたい姿に向けて、前中計期間の成果と課題、また課題
解決への方針を盛り込んだものとしました。
　大きな方針としては「市場環境の変化のみに頼らない主体的
な持続的成長」と「資本コストと株価を意識した取り組み」とし、
基本コンセプトとしては新たに「グループ全体の収益力強化」
をメインに、引き続き「発泡樹脂製品による社会への貢献」と
「経営基盤の強化」を定めました。
　まず「グループ全体の収益力強化」については、組織の最適
化・戦略的枠組みの構築と経営資源の有効活用を基本軸に、
事業の領域や地域の拡大、事業ポートフォリオ再編、資本財務
戦略を進めます。ここで言う「収益力強化」とは、定量目標の
達成のみならず、収益力の源泉、その中身の充実を指して
います。2つ目の「発泡樹脂製品による社会への貢献」について
は、環境対応型製品比率の拡大による社会貢献と高収益化の
推進に注力します。3つ目の「経営基盤の強化」については、
新たな人事制度による働きがいのある企業風土の醸成をはじめ、
マテリアリティマネジメント、カーボンニュートラル、人的資本
への取り組みといった非財務分野の取り組みを進めます。
　なお、「4つの成長エンジン」については、前中計から引き
続き、①ARPRO®事業（自動車部品等）②建築住宅断熱材
（高付加価値製品に限定）③FPD（フラットパネルディスプレイ）
表面保護材④新たな事業領域をテーマとして、それぞれに経営
資源を集中させ、事業の拡大と収益性の向上を目指していき
ます。

　前述のように、前中計期間の業績は、想定外の環境悪化に
よりエアポケットに入ったように急降下し、逆に環境が好転
すると一転、追い風に乗って急上昇しました。良きにつけ悪しき
につけ世の中の風向きに翻弄された期間と言えます。つまり
環境変化に左右されやすいということで、当社の課題はここ
にあります。
　当社には以前からその傾向がありましたが、この3年間で
その課題がよりはっきりと見えました。瞬間的な追い風を受けて
定量目標はある程度達成できましたが、中計に掲げた4つの
成長エンジンは計画通りには回りませんでした。たまたま結果
がそうなっただけで実力の結果ではないということです。
　今後は、真のグローバルサプライヤーとしての実力をつける
ために、外部環境に左右されにくい企業体質を獲得する必要
があります。幸いコロナ禍が明け、原燃料価格も落ち着きを
見せていることもあり、当面は事業基盤の整備にじっくり取り
組める状況にあります。製品ラインアップについては、汎用品
をベースにしつつも、高機能材製品や高付加価値製品の販売
比率を高めていきます。また、コスト効率を向上させると同時
に、適正な価格転嫁を進めることで本質的な収益力の強化を
図っていきます。2023年度に好調だったARPRO®などの高機能
材製品や高付加価値製品の成長を、今後も持続していけるか。
当社の実力としてさらに伸ばしていけるか。それが次のテーマに
なると考えています。

　2024年4月、当社グループは、長期ビジョン「VISION 2027」
の最終ステップとなる新中期経営計画「Change for Growth 
2026」を公表しました。その内容は、「VISION 2027」で掲げた

環境変化に左右される企業体質からの脱却を図る

グループ全体の収益力強化に向け、
新中期経営計画を策定

　新中計では「グループ全体の収益力強化」を加速すべく、
2024年4月より事業本部制に移行しました。従前は基本的に
事業部制であり、押出事業セグメントに生活資材事業部、産業
資材事業部、建築土木資材事業部を、またビーズ事業セグ
メントに高機能材事業部、EPS事業部を置いていました。これ
を新体制においては、押出事業本部と新たにグローバル事業部
を加えたビーズ事業本部がそれぞれの事業部を統括します。
この変更により、事業本部内で効率的かつ適切に経営資源の
配分と運用を行えるようになります。新たな事業本部制では、
押出事業とビーズ事業がそれぞれの目標に向かって経営資源
を選別・集中させ、新製品の開発はもちろん、事業領域の拡大、
事業地域の拡大を実現する方向に向かっていきたいと考えて
います。
　新中計の3か年は、経営資源の選択と集中を進める事業戦略
をはじめ、組織戦略、資本財務戦略など、多面的な改革を推進
し、売上・営業利益とも過去最高を達成するとともに企業価値
の向上を目指します。また、外部の変化に左右されにくい企業
体質作りにおいて大事なのは、例えば世界的な半導体不足
の事態に陥ったときでも自社が受ける振幅をいかに抑える
かということです。ただ、谷を埋めるということは、山を
削ることにもなります。その留意点を忘れずに、いかに安定
成長に向けてバランスを取っていけるか。大きな方向性と
しては、事業ポートフォリオを最適化することに尽きると思って
います。
　事業ポートフォリオを考える際は、押出事業、ビーズ事業
それぞれの製品戦略をタテ軸に、自動車関連や包装材、生活
資材、産業資材など多岐にわたる用途分野をヨコ軸に、さら
にグローバル展開の考え方も加えて再編していくことが重要
です。その新たな価値創造モデルにおいて目指すのは、高付加

事業本部制に移行し、
経営資源の配分・運用を最適化

基本コンセプト

❶ グループ全体の収益力強化

❷ 発泡樹脂製品による社会への貢献

❸ 経営基盤の強化
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どうしても制限されます。そうした中で、より効率的かつ持続
的に事業の成長・拡大を図っていくにはどうすべきか、という
課題に直面していたわけです。
　事業本部制は、この課題解決においても確かな成果を見込んで
います。全社共通の技術やノウハウ、情報を地域ごとの事業
展開の後押しに生かす。また、必要に応じてアクセルを踏み込める
ように、人材・資金などの経営資源を機動的に配分する。そう
した戦略的な取り組みを本部が一括してコントロールする
ことによるメリットが生まれます。今後、各事業本部において
は、事業規模を単に拡大するのではなく、それぞれの事業価値
を検討しつつ、経営資産としての強みを高めて有効活用する
道を模索・実行して欲しいと思います。生産性をより一層
向上させるための的確なアプローチを期待しています。
　また、グローバル戦略については、ブランド力の醸成および
事業力強化の観点から、これまで「ピーブロック®」と2本立て
だったEPP製品のブランド名を「ARPRO®」に統一しました。
当社の多岐にわたる市場・事業分野において、用途開発や需要
開拓、コンサルティングサービス提供をアピールしようとする際、
信頼の旗印となるブランド力は欠かせません。これから
「ARPRO®」を世界のブランドとして育成することによって、
当社製品の市場戦略・マーケティング戦略を力強く前進させる
ことができると期待しています。

本部が統括して一元的に舵取りをしていくということです。
これにより、３つの事業部の強みを生かしたシナジーが高まり、
さらなる高付加価値製品の開発をはじめ、顧客層の拡大、
新たなマーケットの開拓につながることを期待しています。
　市場はすでに成熟期に入っている国内であるため、量の拡大
を狙うよりも質の変化をしっかり押さえることを基本戦略と
しています。この観点から、今後はさまざまなユーザーのニーズ
や課題、市場の意識を汲み取り、最適なソリューションとして
製品に上乗せしていくことが重要と考えています。例えば、
断熱材に関しては、住宅の断熱基準の高度化を捉え、ミラ
フォーム®Λ（ラムダ）などの高付加価値かつ環境対応性に優れた
製品の拡販に注力しています。FPD表面保護材に関しては、
昨今のパネルの巨大化に対応した技術開発力と提案力を強化
することでお客様から高い評価をいただいています。また、
日本に４か所ある押出事業の工場については、３事業の垣根を
越えてシナジーを発揮できるよう、柔軟かつ効率的な生産
体制の構築に取り組んでいます。

　ビーズ事業本部は、高機能材ARPRO®とEPS（スチロダイア®）
に加え、グローバル事業部も束ねます。この新体制で、EPP
（発泡ポリプロピレン）ビジネスにおける地域間シナジーを
高めるとともに、グローバルな事業拠点の拡大を指向していき
ます。
　これまでのビーズ事業は、世界の各地域に市場が散在して
いることから、地域ごとの市場特性に合わせたローカル最適
化を進めてきました。その理由は、成熟市場である欧米と発展
途上にあるインドや東アジアで共通の戦略を進めることは
合理的ではないからです。この観点から、それぞれの地域・
市場に合ったきめ細かな事業展開を進めていますが、地域ごと
の設備投資や製品開発を進める負担もあり、事業の効率性は

価値製品を開発するとともに、顧客に対するJSPならではの
ソリューション・サービスを提供していくことです。従来の事業部
単位の進め方ではできなかったことが、事業本部制にしたこと
で実現可能になります。これも、事業本部制に移行した大きな
理由の一つです。

　押出事業本部は、生活資材、産業資材、建築土木資材の3
事業部を束ね、3つの事業部で共有する工場や物流、技術を
連携させ、より効率的な生産体制を構築します。この体制に
より新たな価値創造を目指し、汎用品の生産性向上とともに、
高付加価値製品や顧客サービスを拡充していきます。つまり、
今までは３つの事業部が個別にやっていたことを、押出事業

押出事業本部が目指す、シナジーの最大化

ビーズ事業本部が拓く、グローバル戦略の未来
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原動力として大切です。目線の違う人やさまざまな価値観の人
が互いに刺激し合うことで、ブレークスルーやイノベーション
を引き起こしやすい企業体質になるので、私としても大い
に推進したいと考えています。
　もともとJSPグループは多様な人材集団であり、創立60
余年にわたり、中途採用や合併・統合で成長してきた歴史を
持っています。そうした当社グループのDNAである「多様性＝
ダイバーシティ」を日本国内においてもマテリアリティとして
掲げ、一段と高めていきたいと思います。具体的な取り組み
としては、女性活躍や女性管理職登用、キャリア採用活動など
を積極的に推進していくことで、人材育成の強化や働きがい
のある企業風土の醸成などと併せて人的資本の増強に努め、
持続的な企業価値向上を実現していきます。

　私は常々、発泡プラスチックは社会に役立つ素材である
ということを申し上げてきました。発泡プラスチックはプラ
スチックを発泡させたもので、同じ体積でもプラスチック
の使用量を大幅に抑制できます。さらにリサイクル性にも
非常に優れており、省資源化や資源循環型社会に大きく貢献
します。この物性面の特徴を生かして軽量化や緩衝性向上、
保冷断熱機能など多様な機能を発揮することにより、広く、
深く社会に取り入れられてきました。
　例えば、軽量性は自動車などの燃費向上に寄与し、断熱
機能は住宅やビルの省エネ化に貢献しています。また、梱包材
は物流効率向上やコスト削減に、鮮度を保持する食品トレー
はフードロス削減に貢献するなど、発泡プラスチックの活躍
分野は数え上げればきりがないほどです。
　今、社会・環境のサステナビリティがますます求められる
中、当社はそうした時代の要請に応えるものとして、発泡
プラスチックの価値をさらに磨き上げています。長年培って

　当社グループは、販売量の拡大のみを追うことなく、汎用製品
と高付加価値製品の最適な構成比を考えながら、顧客に応える
真の事業力を身につけようとしています。と同時に、今まで
以上に資本効率や投資効率を意識し、事業戦略に組み込んで
いこうとしています。そのために、改めて資本財務戦略を整理
しました。今は変革の途上ですが、大きな方針としては、積極的
に成長投資を行い、株主配当も安定的に実施し、仮に資金が
不足する場合は借り入れも含めて対処するなど、結果として
バランスシートを最適なレベルに持っていくことを目指して
います。
　資本効率に対する当社の考え方は、利益の拡大については
中計目標に沿って進める一方、自己資本については意識的に
コントロールしていく方向に持っていきます。ちなみに、自己
資本比率は現在約63％ですが、私としてはもう少し下げても
よいと考えています。中長期的な資金需要などを見ながら適切
に振り分けるなど、徐々に調整していきたいと思います。
　今後、資本財務戦略を進めていく際は、設備投資やM&A
などの成長投資を積極的に行うとともに、株主配当や従業員
の賃金についても全体のバランス配分を重視していきます。
「お金を寝かさない」という方針で、これも重要なテーマとして
考えています。
　資本財務戦略の一環として配当政策も見直しました。その
第一弾として増配を行います。当社の基本姿勢は、安定した
配当を継続し、なおかつ着実に上げていくことです。現在、配当
性向を連結当期純利益35％以上に設定していますが、今期
については業績見通しをもとに40％弱の配当を想定して
います。今後もこの水準は継続可能であり、さらに上げて
いく可能性もあると考えています。
　また、サステナビリティ経営の推進において、人的資本は重要
な項目の一つです。中でも人材の多様性は、組織を活性化する

きたプラスチック発泡技術やノウハウをベースに、高機能材、
高付加価値材の開発にチャレンジするだけでなく、それを
いかに世の中に有用なものとして組み込んでいくかという
領域にも知恵と努力を注ぎ込んでいます。そのすべてが当社の
イノベーションであり、当社の事業を伸ばすことが持続可能
な社会の実現につながると確信しています。
　これからもJSPグループは「創造的行動力による社会への
貢献」を企業理念として、「Del i ve r  w i th  WOW!」の経営
方針のもと、真のグローバルサプライヤーとして、顧客と
消費者に感動を、株主と地域社会に満足をお届けします。
そして、社員一人ひとりがワクワク感を持って仕事をする
ことで社会から必要とされる企業を目指します。ステーク
ホルダーの皆様にはより一層のご支援を賜りますよう宜しく
お願い申し上げます。

財務資本と人的資本の両面で成長基盤を強化

株主・投資家の皆様へのメッセージ
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第１段階：課題の抽出および重要度評価
企業理念に基づきJSPグループが取り組むべきと考える課題と、ステークホルダーから要請
される課題について、GRIスタンダードなどの国際的なガイドライン、SDGsの17の目標、他社
動向などを参考に、広く社会の課題を抽出した後、「JSPグループ視点での重要度」および
「ステークホルダー視点での重要度」の２つの視点から自社にて重要度を評価。

第２段階：執行役員会による審議
執行役員会において重要度の高い課題について審議を重ね、そのプロセスにおいて、中期経営
計画「Change for Growth 2026」の基本コンセプトおよび製品の視点を組み込んだ結果、
マテリアリティ候補を選定。

第３段階：経営層による決議

共通価値の創造（ＣＳＶ）

共通価値の創造（ＣＳＶ）：事業・製品を通じた貢献に関するマテリアリティ
マテリアリティ

（１）環境対応型製品による貢献

（２）プラスチック資源循環への貢献

（３）気候変動緩和への貢献

（４）食と健康への貢献

（５）安全への貢献

発泡樹脂製品による社会への貢献

JSPの主な取り組み SDGs

 マテリアリティに関する取り組み

マテリアリティの選定プロセス

当社グループのサステナビリティ基本方針は、「創造的行動力による社会への貢献」を企業理念として、環境・社会・企業統治の各要素における企業責任を強く意識し、持続的な企業価値の向上を目指すことです。当社グループは
サステナビリティ上の重要課題（マテリアリティ）を定めることにより、経営戦略にサステナビリティ課題への対応を織り込み、戦略を実行しています。

環境・社会・企業統治（ＥＳＧ）

環境（Ｅ）に関するマテリアリティ
マテリアリティ

（１）地球環境保全への対応 レスポンシブル・ケア（ＲＣ）活動を通じた
地球環境保全

JSPの主な取り組み SDGs

企業統治（Ｇ）に関するマテリアリティ
マテリアリティ

（１）コーポレート・ガバナンス
　 の強化

コンプライアンス、内部統制、リスク管理
の取り組みによりグループ全体のコーポ
レート・ガバナンスを強化

JSPの主な取り組み SDGs

マテリアリティ

（１）人材育成の強化

（２）働きがいのある企業
    風土の醸成

（３）労働安全

（４）情報システム基盤の
     強化

すべての従業員の能力を向上させ人材
育成を推進

デジタル技術活用による業務効率化
の推進

すべての従業員が活躍できる多様な
人材の採用・雇用を推進

多様な価値観の従業員が互いに尊重し
合い、活躍できる職場環境作り

事業活動における無事故無災害に努め、
従業員・地域住民の健康と安全を確保

JSPの主な取り組み SDGs
社会（Ｓ）に関するマテリアリティ

（５）人材の多様性
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リスクと機会への対応リスクと機会への対応
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当社グループは毎年リスクアセスメントを実施し、リスクの特定、分析、評価を行い、リスク顕在化の未然防止および低減に努めています。
当社グループの財政状態、経営成績およびキャッシュ・フロー等に影響を及ぼす可能性がある主要な事業等のリスクは以下の通りです。これらの事業等のリスクは、2024年6月27日現在において判断したものであり、

すべてのリスクを網羅したものではなく、リスクアセスメントの結果を加味して投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を記載しています。

事業（外部）環境に関するリスク
リスク・機会の主な内容

①主要市場環境の変化

当社の主な対応

当社グループは、市場環境の変化
に対応するため、左記既存事業に
加え新しい事業領域への展開を
進めています。また、環境問題への
意識の高まりに対し、サステナビリ
ティ経営に軸足を置いた変革戦略
を進め、循環型経済に対応した製品
とサービスの提供に努めています。

当社グループは、本社機能として
当社グローバル事業部が各拠点の
PDCAサイクルを管理することで
リスク低減に努めています。また、
グループガバナンス強化として
内部統制機能のさらなる充実化を
図っています。

当社グループは、コスト低減に注力
するとともに、高付加価値製品シフト
による競合優位性を維持拡大する
ことで適正な利益率の確保に努めて
います。

当社グループは、原燃料価格変動
に影響を受けない経営基盤構築と
して、適時に製品価格に反映する
ため取引先との価格のフォーミュラ
化を検討するとともに、コスト低減に
努めています。

②海外事業展開に関するリスク

③価格競争の激化

④原燃料価格の変動

当社グループは、2024年度から2026年度の3か年を実行期間とする新中期経営計画
「Change for Growth 2026」を2024年4月よりスタートしました。本計画の対象
期間は、10年スパンのありたい姿を定めた長期ビジョン『VISION 2027』の最終段階
であり、ありたい姿である「真のグローバルサプライヤーとして社会から必要とされる
企業」の実現に向け、大きな転換期とする3か年であると認識しています。

本計画では、基本コンセプトの一つの柱として「グループ全体の収益力強化」を掲げ、事業
領域の拡大、事業地域の拡大を目指しています。前中期経営計画に引き続き、「ARPRO®
事業」「建築住宅断熱材」「フラットパネルディスプレイ表面保護材」を持続的成長の原
動力として位置づけ、数量拡大に加え高付加価値製品の販売に注力することで利益
率向上を図り、収益拡大を目指す計画としていますが、需要や経済情勢、技術動向、
法規制の改定等、さまざまな要因による市場環境の変化によっては計画通りに進ま
ない可能性があります。

当社グループは、北米、南米、欧州、アジアの各地域で広く事業を展開していますが、
各地域の政治的または経済的要因、環境規制等による投資許可、移転価格税制上の問題、
社会情勢の変化や各種規制の動向、労働争議、人材確保の困難さ、為替レートの変動等
が各地域の事業活動に支障をきたし、当社グループの経営成績および財政状態に影響を
及ぼす可能性があります。

当社グループの製品群はライフサイクルの長いものもあり、多くの製品は厳しい
価格競争にさらされています。特にアジア地域では、現地企業の参入や台頭などさまざま
な要因により今後も厳しい価格競争が予想されます。

当社グループの使用する原料や燃料は、原油およびナフサ価格の変動に大きく影響される
ため、価格が大きく変動することがあります。当社グループの場合、原燃料価格が上昇する
局面において、製品価格への反映の遅れなどにより業績の悪化を招き易い傾向にあります。

2024年度は、一昨年来の地政学的リスクの高まりを背景とした原油相場の急激な
高騰は落ち着きを見せるものの、引き続き原油価格は高値圏で底堅い展開が続くと
予想されます。また、いわゆる物流の2024年問題をはじめとして物価上昇コストに伴う
取引先との値上げ交渉を引き続き進めていますが、製品価格への全面的な反映が想定
よりも遅れる可能性があります。

事業運営に関するリスク

新型コロナウイルスは、流行が始まって3年以上を
経過してようやくほぼ収束したものと認識していますが、
今後も拡大する可能性はあり、一定の感染対策は継続
しています。また、新たな感染症拡大に備え、事業継続
計画（BCP）の観点から本社機能の継続を想定した対策を
整備しています。

当社グループは、このリスクを回避すべく知的財産
管理の統括部署である当社知的財産ユニットを中心と
して国内外で体制強化に努めています。

当社グループは、各工場で品質マネジメントシステム
の認証取得を積極的に進めるなど、品質保証体制強化
に努めています。

感染症や伝染病などの拡大に伴い、当社グループの従業員が
感染し従業員同士の接触等により社内での感染が拡大した場合
には、工場における生産および出荷に支障をきたし、ある一定
期間操業を停止する可能性があります。また、当社グループの
工場が稼働可能であっても、原料の供給が停止する場合など、
サプライチェーンに問題が生じると操業を停止せざるを得ない
状況となるリスクがあります。

当社グループは、国際的な特許権をはじめとして知的財産を
多く保有していますが、これらを保護することは将来の利益確保の面
でも重要です。他社から侵害を受けたり他社との間で紛争が生じ
たりする場合には、事業に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループはメーカーとして、予期せぬ品質欠陥の発生や製造物
責任訴訟のリスクが想定されます。当社グループの製品は、食品
容器、自動車部品、建築住宅断熱材など最終製品の部材として使用
されるものが多く、品質欠陥により顧客において甚大な損害につな
がる可能性があります。

リスク・機会の主な内容 当社の主な対応

少子高齢化に伴う労働人口の不足、デジタル革命が進む中で専門性
の高い特定分野の人材不足など、適時に人材を確保することが年々
厳しくなっています。また、人手不足は生産・物流面でコストアップの
大きな要因になりつつあり、当社グループの業績に影響を与える
可能性があります。

当社グループは、長期ビジョン「VISION 2027」の
基本方針「経営基盤の強化」の中で、人材育成を経営の
重要課題の一つとして捉え、人材育成システムの
充実化を図り、グローバル企業としてさらなる組織
強化に努めています。また、生産工程の短縮、製造ライン
の自動化などの対策を実施することで、人手不足解消
に努めています。

②感染症拡大（パンデミック）に関するリスク

③知的財産権について

④品質保証について

①人材の確保について
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リスクと機会への対応

事業運営に関するリスク 環境・安全等に関するリスク

当社グループは、重要な投資に関して、当初計画から
大きく乖離していないかを確認するため経営幹部の
出席する主要会議で報告を求めるなど、定期的なモニ
タリングを実施しています。

当社グループが保有する固定資産について、経営環境の著しい
悪化等による収益性の低下や市場価格の下落等により減損損失が
発生し、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす
可能性があります。

2024年３月期において、ビーズ事業に属する当社EPS事業の
資産グループおよび国内連結子会社の資産グループの営業活動
から生じる損益が継続してマイナスとなっていることから、減損の
兆候を識別しました。当該資産グループから得られる割引前将来
キャッシュ・フローの総額を帳簿価額と比較した結果、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回ったため、減損損失の
認識は不要と判断いたしました。その詳細については、有価証券
報告書（事業年度第66期）※の「第5 経理の状況 1 連結財務諸表
等 注意事項（重要な会計上の見積り）」に記載しています。
※S100TVB8.pdf 
(https://www.co-jsp.co.jp/ir/upload_file/m005-m005_03/S100TVB8.pdf)

今後、市場環境等の変化により、実際の結果が異なった場合また
は、前提条件に変化が生じた場合には、翌連結会計年度において、
減損損失を認識する可能性があります。

リスク・機会の主な内容

⑤固定資産の減損について

当社の主な対応

当社グループは、コンプライアンスをはじめとする
適切な内部統制の重要性を認識し、そのシステムを
構築し運用しています。具体的には、国内外共通の
企業行動準則を定めその周知徹底を図るほか、グループ
従業員全員が利用できる内部通報制度を整備するなど、
コンプライアンス体制強化に努めています。

当社グループはグローバルに事業を展開する中で、世界各地域
の法規制が変更されることによりその遵守が困難となり、将来に
わたって法令違反が発生する可能性は皆無ではなく、その遵守の
ための新たな費用発生や事業活動が制限される可能性があります。

当社グループは、情報システムの安全性および
情報セキュリティ強化のため、関連規程を整備し、
保有する情報および情報システムにおける機密性、
完全性および可用性の確保に努めるとともに、リスク
管理水準を改善するための指針を継続的に示して
情報漏えい等のリスクを管理しています。また、外
部からの当社グループの情報システムに対する攻
撃への対応や非常時を想定した定期的な訓練を
実施しています。

IT技術が高度に進化する中で、予期できない水準の情報システム
基盤や通信回線の重大な障害、あるいは経営に関わる機密情報の
破壊・窃取が発生する可能性は完全に排除することはできません。

⑦コンプライアンス・内部統制について

⑥情報セキュリティ・情報管理について

リスク・機会の主な内容

①自然災害・事故災害について

当社の主な対応

当社グループは、国内外に多数の製造工場を有しており、工場に
おける事故・労働災害、外部倉庫・製品輸送における事故、自然災害
による生産設備への被害などが発生する可能性があります。

自然災害の中で最も影響が大きいと予想される地震災害について、
発生確率が高いとされる南海トラフの巨大地震が発生した場合、
当社四日市地区の工場などがその影響を受け、多大な損害を被る
可能性があります。当社グループは、地震保険に加入しリスクの
顕在化に備えています。

当社グループは、無事故無災害、安定供給を目標と
して安全確保に努めています。また地震、大雨、洪水等
の自然災害に対しては、災害対策マニュアルや事業継続
計画（ＢＣＰ）の策定、従業員安否確認システムの運用、防災
訓練などの対策を実施しています。

プラスチックの環境問題は、当社グループが取り組む
べき重要課題（マテリアリティ）の一つであると認識
しており、環境対応型製品による社会への貢献、また廃
プラスチックのマテリアルリサイクル、サーマルリサイ
クル、再生原料の使用などの取り組みを積極的に進めて
います。

なお、当社グループは、気候変動が当社グループに
及ぼすリスクと機会やシナリオ分析、戦略、指標、目標
について、当社のサステナビリティ推進体制において
審議し、これを取締役会において承認しています。シナ
リオ分析を通じて、気候変動によるリスクを低減する
とともに、リスクを事業上の機会とできるよう当社
グループの事業に則した戦略を推進しています。

当社グループは、省資源・省エネルギーなど地球エネルギー資源
の保護および地球環境への配慮を基本としており、主に発泡プラス
チックの機能性・利便性を通じて、社会や市場からの要求に応えて
います。一方で、プラスチックは不適切な処理により海洋ゴミになり、
グローバルな社会問題となっています。また、パリ協定、SDGs、
ESG課題への注目を背景として、プラスチックリサイクル、他素材
への転換、脱プラスチックなどの動きが活発化しています。特に、
欧州においてサーキュラー・エコノミーの動きが進展しており、
今後さらに資源循環を追求する動きが加速すると想定しています。
これらの動きに対し、対応が不十分あるいは遅れた場合には当社
グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。

②プラスチックの環境問題について




